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　厚生労働省が発表した『令和元年簡易生命表』によれば、2019年の日本人の平均寿命は男性81.41歳、女
性87.45歳で、ともに過去最高を更新しました。
　高齢化が進む現代では、自身の相続について“まだまだ先のこと”と考えがちです。しかし、高齢になるほど、
認知症を発症したり要介護状態になったりするリスクが上がり、遺言を残すなどの相続対策ができなくなる可能
性も高くなります。さらに、高齢の夫婦の場合、相続が立て続けに起こることは珍しくありません。仮に、同年齢
の夫婦が平均寿命のとおりに生きた場合、夫が亡くなってわずか６年で、妻への二次相続が起こることになりま
す。残された家族が困らないよう、夫婦が互いに元気なうちに、二次相続までを視野に入れた相続対策をしてお
くことが望ましいでしょう。



◇今からできる相続対策◇

子どもが親の財産を相続するとき、相続財産のなかに不動産が含まれていることはよくあります。
では、もしその不動産に住宅ローンの残債があった場合、相続人である子どもが返済義務を引き
継ぐことになるのでしょうか。そうなると、子どもは相続財産のローン返済に苦しむことになりか
ねません。今回は、住宅ローンが残った不動産の相続について解説します。

ローン返済中の親が亡くなったら
残債は相続人が支払うべき？
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　相続財産のなかには、預貯金や不動産などの
プラスの財産だけでなく、借金や未払いの税金な
どのマイナスの財産も含まれます。そのため、被
相続人に住宅ローンの残債があった場合、それ
も相続の対象となり、相続人が返済の義務を負う
ことになります。
　被相続人の返済期間にもよりますが、相続し
た時点でまだ多額の借金が残っていることもあり
ます。もし、自分にも住宅ローンがあったうえで被
相続人の住宅ローンを相続するとなると、月々の
支払い金額はかなり大きな負担となってしまいま
す。
　しかし、必ずしも住宅ローンの残債を相続人が
支払わなければならないわけではありません。被
相続人が住宅ローンを組むときに『団体信用生
命保険』（以下、団信）に加入していれば、相続し
た時点での残りの住宅ローンの返済は不要とな
ります。団信とは、債務者が返済の途中で死亡、
または高度障害状態などの一定の状況に陥った
ときに、保険金で住宅ローンの残債が完済される
という保険です。
　多くの金融機関では、団信に加入することを
住宅ローンの契約条件に含めており、住宅ローン
を組んでいる人のうち95％以上は加入していると
いわれています。被相続人が団信に加入してい
れば、遺族は住宅ローン返済の負担を負うことな
く不動産を相続することができます。住宅ローン
残債のある不動産を相続することになったら、ま
ずは被相続人が団信に加入していたかを確認
することが大切です。

　被相続人が団信に加入していた場合は、住宅
ローンを借り入れている金融機関に対して、必要
書類を揃えて、保険金支払いの手続きを行いま
す。そして、保険金が支払われたら、抵当権抹消
登記を行います。

　もし被相続人が団信に加入しておらず、住宅
ローンを相続人が相続する場合には、相続人が
住宅ローンを引き継ぐ手続きを行い、不動産につ
いている抵当権の変更登記をすることになります。
　上記、抵当権の抹消登記や抵当権の変更登
記の前提として、不動産の相続による所有権移
転登記が必要となるので、その準備もしておくこ
とが望ましいです。

　なお、住宅ローン残債のようなマイナスの財産
を相続したくない場合、『相続放棄』をするという
選択肢もあります。しかし、相続放棄は原則的に
は『一切の財産の相続権を放棄する』ということ
を意味するため、不動産を含めたプラスの財産
も一切相続できなくなります。相続財産をトータル
で見て判断することが必要となってくるでしょう。
なお、団信は、住宅ローン以外のローンや、事業
性の融資などには適用が無いのでご注意くださ
い。
　相続財産に不動産が含まれるときには、住宅
ローンの残債があるか、団信に加入しているか
を事前に確認しておくことが大切です。加入して
いない場合は、相続をどうするのかを考え、生前
にできる対策を考えておきましょう。

住宅ローンの残債がある場合
『団信』の加入有無をチェック！

団信の加入・未加入の場合の
それぞれの手続きとは

◇資産安心コラム◇



相続が始まったとき、まず行うのが相続財産の確定と相続人の確定です。
このうち、相続財産の確定においては、相続財産となるものを特定し、その評価額を算出したうえ
で相続税を計算する作業が発生します。
そこで今回は、『相続財産の評価』について説明します。

相続税額を算出するための
相続財産の評価について
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　相続財産には、預貯金や不動産のほか、さま
ざまな種類があります。このうち、すでに金額が
明らかな現金や預貯金以外については、改め
て金額を特定しなければなりません。これを『相
続財産の評価』といいます。相続財産の評価額
は、国税庁が定めた『財産評価基本通達』という
ルールに基づいて計算し、その『相続税評価額』
を基に、相続税額を計算します。
　ここでは、特に複雑な不動産や株式、保険金
の相続財産の評価方法について説明します。
●不動産の評価方法
　ほとんどの財産が相続開始時点での換金価
値で相続税評価額を算出するのに対して、土地
や建物は国税庁が定めた評価方式で評価を行
います。土地の場合は、路線価（その道路に面す
る標準的な宅地の１平方メートル当たりの価額）
が定められている地域であれば、これを基にした
『路線価方式』で計算します。路線価は毎年７
月に国税庁より公表され、公表年の１月１日から
12月31日までの土地の相続税評価額に用いられ
ます。路線価が定められていない場合は『倍率
方式』というその土地の固定資産税評価額に一
定の倍率を乗じる方法で計算します。
　また、建物の場合は固定資産税評価額がその
まま相続税評価額となります。
　一般的に、相続税の算出に使われる路線価は、
公示地価（公共事業用地の取得価格の算定基
準であり、一般の土地の取引価格の指標となる
土地価格のこと）の８割程度とされており、売買
価格よりも低い金額になる傾向にあります。

●有価証券の評価方法
　有価証券には、株式や社債、手形や投資信託
の証券などが含まれます。原則として、相続税評
価額は相続開始時の時価で評価されますが、有
価証券は種類により評価方法が異なります。
　たとえば上場株式の場合、被相続人の死亡日
の終値、課税時期の月の毎日の最終価格の平
均額、課税時期の月の前月の毎日の最終価格の
平均額、課税時期の月の前々月の毎日の最終価
格の平均額という４つの値を比較したうえで、最
も低い金額が評価額となります。
　一方、非上場株式の場合は市場価格がつい
ていないため、過去の配当実績などから算出さ
れます。有価証券の算出方法は複雑なので、専
門家に依頼したほうがよいでしょう。
●生命保険契約に関する権利の評価方法
　通常、生命保険などは、加入していた生命保
険を途中で解約すると、解約返戻金が戻ってきま
す。それと同じように、被相続人が自分以外の人
を被保険者として積立式の生命保険に加入し、
死亡した場合には、加入者である被相続人が亡
くなった日に解約した場合の解約返戻金に相当
する額が評価額となります。解約返戻金相当額
がわからないときは、契約先である生命保険会
社に問い合わせましょう。

　相続税額を計算するうえで財産の評価はと
ても大事ですが、評価が難しい相続財産もあり
ます。手続きに時間がかかるものもありますので、
早めに対策をとっておくことをおすすめします。

土地や建物などの不動産の評価は
国税庁が定めた評価方式で

有価証券の評価方法と
生命保険の権利の評価方法
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相続税の節税のために生前贈与を検討する人は多くいます。ただし、贈与にも税金がかかるの
で、相続税を減らせたとしても、贈与税を含めたトータルでの支払い額が増えてしまっては意味が
ありません。では、相続と贈与にはどのような違いがあるのでしょうか。
今回は改めてその基本をおさらいしましょう。

贈与と相続、何が違う？
生前から考えておく節税対策

　娘が家を購入する際に父親が資金援助をしたり、
孫の大学の学費を祖母が援助したりなど、対価を得
ずに無償で誰かに財産を譲り渡すことを『贈与』と
いいます。そして、個人から財産を譲り受けたときに
かかる税金が、贈与税です。

　一方、財産を譲るには相続という方法もあります。
相続と贈与のどちらの節税効果が高いかについては、
ケースにもよりますが、両者を比較するうえで、まず
押さえておきたいのが『基礎控除の額』です。
　贈与税の場合、暦年贈与の基礎控除額は毎年
110 万円であるのに対し、相続税の基礎控除額は
【3,000 万円＋（法定相続人の数×600 万円）】と、
かなり高額です。

　これを踏まえると、贈与したい金額が相続税の基
礎控除額よりも大きい場合は、生前贈与として毎年
110 万円以下の金額を贈与し続ければ、贈与税が
かかることなく、相続税の対象となる相続財産を減ら
すことができるといえます。
　なお、贈与税には、父母や祖父母から住宅取得
資金の贈与を受けた場合に一定額が非課税になる
制度など、さまざまな特例措置が設けられています。
110 万円を超えるまとまった金額を贈与したい場合で
も、こうした制度を利用すれば、非課税で贈与する
ことが可能です。
　贈与は、うまく活用すれば贈与税と相続税の両方
の節約にも使えます。相続対策のためにも、税金の
シミュレーションをしておきましょう。

相続税と贈与税の
『基礎控除額』の違い

贈与をうまく活用すれば
贈与税・相続税を節税できる

◇相続の基本講座◇

知っておきたい相続と税金のことがよく分かる 相続・贈与マガジン
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